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２ 計画の達成状況の点検・評価 

 

子ども・子育て会議の運営 

計画に基づく施策を総合的・計画的に推進し、実効性を確保するため、計画目

標をもとに毎年の進捗状況を庁内で点検するとともに、子ども・子育て会議等で

協議しながら、事業の見直しを含め、計画の着実な推進を図ります。 

 

計画の公表、市民意見の反映 

本計画は、市のホームページへの掲載、広報での概略紹介などを行い、取り組

みや事業の進捗状況を公表していくことで、市民への浸透を図ります。 

また、実施事業やさまざまな活動の現場、家庭への訪問機会や保護者の事業利

用・来訪などあらゆる場面を通じての意見・要望の把握に努め、利用者の立場に

立った施策・事業の推進を図ります。 

 

 

 

  

計画の

点検・評価

①立案・
公表

②計画の
実施

③点検・
評価

④評価

結果検討

⑤計画の
見直し

⑥次期計
画の立案
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栗原市子ども・子育て会議条例 

（趣旨） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７７条第１項に掲げる事務

を処理するため設置する栗原市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」とい

う。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、子ども・子育て支援法において使用す

る用語の例による。 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、委員１６人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 子どもの保護者 

(2) 事業主を代表する者 

(3) 労働者を代表する者 

(4) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(5) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

(6) その他市長が適当と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第５条 子ども・子育て会議に会長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員が

その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 子ども・子育て会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が

その議長となる。 
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２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

（関係者の出席等） 

第７条 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め

て、その意見若しくは説明を聴き、又は必要な資料の提出その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議に関し必要な事項は、会長が

会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（栗原市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 栗原市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成１７年栗

原市条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 
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栗原市子ども・子育て推進会議設置規程 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第６１条の規定に基づき、栗原市子ども・

子育て支援事業計画（以下「事業計画」という。）の策定に資するため、栗原市子ども・子育て

推進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進会議の所掌事務は、次のとおりとする。 

⑴ 事業計画の策定に関すること。 

⑵ 栗原市子ども・子育て会議（栗原市子ども・子育て会議条例（平成２５年栗原市条例第１８

号）に定める子ども・子育て会議をいう。）の意見及び要望の聴取等に関すること。 

⑶ 事業計画に関連する施策の調整及び推進に関すること。 

⑷ その他事業計画の策定に関し必要なこと。 

（組織等） 

第３条 推進会議は、会長、副会長及び委員をもって組織し、それぞれ別表第１に掲げる職にあ

る者をもって充てる。 

２ 会長は、推進会議を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（会議） 

第４条 推進会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見又は説明を求める

ことができる。 

（ワーキングチーム） 

第５条 推進会議は、庁内関係部局及び関係機関の密接な連携を図るとともに、所掌事務に係

る具体的な事項の検討及び調査を行わせるため、栗原市子ども・子育て推進ワーキングチー

ム（以下「ワーキングチーム」という。）を置く。 

２ ワーキングチームの委員（以下「委員」という。）は、別表第２に掲げる部署に属する者であって、

かつ、当該部署から推薦された者をもって充てる。 

３ ワーキングチームにリーダー及びサブリーダーを置き、委員の互選によりこれを定める。 

４ リーダーは、ワーキングチームを代表し、会務を総理する。 

５ サブリーダーは、リーダーを補佐し、リーダーに事故あるとき、又はリーダーが欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

６ ワーキングチームの会議の運営は、推進会議の会議運営の例による。 
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（庶務） 

第６条 推進会議の庶務は、市民生活部子育て支援課において処理する。 

（その他） 

第７条 この規程に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会長が推進会議

に諮って定める。 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 

 

別表第１（第３条関係） 

役職 職 

会長 市民生活部長 

副会長 市民生活部次長 

委員 

総務部総務課長 

総務部危機対策課長 

企画部企画課長 

企画部市民協働課長 

市民生活部社会福祉課長 

市民生活部子育て支援課長 

市民生活部健康推進課長 

産業経済部産業戦略課長 

建設部建設課長 

教育部学校教育課長 

教育部社会教育課長 
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別表第２（第５条関係） 

部署 

総務部総務課 

総務部危機対策課 

企画部企画課 

企画部市民協働課 

市民生活部社会福祉課 

市民生活部子育て支援課 

市民生活部健康推進課 

産業経済部産業戦略課 

建設部建設課 

教育部学校教育課 

教育部社会教育課 
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栗原市子ども・子育て会議 委員名簿 

 区 分 所 属 氏 名 備 考 

１ 子どもの保護者 

在宅の保護者（瀬峰子育て支援セン

ター利用児童の保護者） 
杵渕 由香  

保育所保護者の代表（一迫保育所入

所児童の保護者） 
野口  岳  

小学校保護者の代表（鶯沢小学校Ｐ

ＴＡ会長） 
菅原 正広  

２ 
事業主を代表す

る者 

ジオマテック㈱金成工場総務課 菊池  健  

㈱倉元製作所総務課長 髙橋 伸士  

３ 
労働者を代表す

る者 

連合宮城仙北地域協議会 藤村 孝喜  

元伊藤ハムデイリー労働組合中央執

行委員長 
大久保秀郷  

４ 
子ども・子育て

支援に関する事

業に従事する者 

築館聖マリア幼稚園園長 仲鉢 玲子 会長代理 

築館小学校長 千葉 文彦  

志波姫母親クラブ代表 鈴木 由美  

栗原市社会福祉協議会地域福祉課

（放課後児童クラブ） 
佐藤 一繁  

５ 
子ども・子育て

支援に関し学識

経験のある者 

元栗原市スポーツ少年団本部長 後藤 昭五 会長 

元若柳町青少年育成推進員 千葉 孝順  

６ 
その他市長が適

当と認める者 

宮城県北部保健福祉事務所栗原地域

事務所技術次長兼母子・障害班長 
由井 幸子  

栗原市市民生活部健康推進課長 小野寺勝江  

栗駒地区主任児童委員 菅原 順子  
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用語解説 

用語 定義・概要 

子ども・子育て関連３法 ①「子ども・子育て支援法」（以下、この項で「法」という。） 

②「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律の一部を改正する法律」 

（認定こども園法の一部改正） 

③「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の

施行に伴う関連法律の整備等に関する法律」（関係法律の整備法：

児童福祉法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律ほかの

一部改正） 

市町村子ども・子育て支援事

業計画 

５年間の計画期間における幼児期の学校教育・保育・地域の子育

て支援についての需給計画をいい、新制度の実施主体として、特別

区を含めた全市町村が作成することになる。（法第61条） 

幼保連携型認定こども園 学校教育・保育及び家庭における養育支援を一体的に提供する施

設とし、学校及び児童福祉施設としての法的位置づけを持つ単一

の施設であり、内閣府が所管する。設置主体は、国、自治体、学校

法人、社会福祉法人に限られる（株式会社等の参入は不可）。 

（認定こども園法第２条） 

※ここで言う「学校教育」とは、現行の学校教育法に基づく小学校就

学前の満３歳以上の子どもを対象とする幼児期の学校教育を言

い、「保育」とは児童福祉法に基づく乳幼児を対象とした保育を言

う。（以下の項で同じ） 

子ども・子育て支援 全ての子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保さ

れるよう、国若しくは地方公共団体又は地域における子育ての支援

を行う者が実施する子ども及び子どもの保護者に対する支援 

（法第７条） 

教育・保育施設 「認定こども園法」第二条第六項に規定する認定こども園、学校教

育法第一条に規定する幼稚園及び児童福祉法第三十九条第一項

に規定する保育所をいう。（法第７条） 

施設型給付 認定こども園・幼稚園・保育所（教育・保育施設）を通じた共通の給

付。（法第11条、法第27条） 

特定教育・保育施設 市町村長が施設型給付費の支給に係る施設として確認する「教育・

保育施設」を言い、施設型給付を受けず、私学助成を受ける私立幼

稚園は含まれない。（法第27条、法第31条） 

確認を受けない幼稚園 施設型給付を受けず、私学助成を受ける私立幼稚園を言う。 

（法附則第７条） 

地域型保育事業 小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育及び事業所内保育を行

う事業。（法第７条） 

地域型保育給付 小規模保育や家庭的保育等（地域型保育事業）への給付。 

（法第11条） 
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特定地域型保育事業 市町村長が地域型保育給付費の支給に係る事業を行う者として確

認する事業者が行う「地域型保育事業」を言う。 

（法第29条、法第43条） 

小規模保育 主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、利用定員が６人以上19人

以下で保育を行う事業。（法第７条） 

家庭的保育 主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、利用定員が５人以下で、

家庭的保育者の居宅またはその他の場所で、家庭的保育者による

保育を行う事業。（法第７条） 

居宅訪問型保育 主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、当該保育を必要とする乳

児・幼児の居宅において家庭的保育者による保育を行う事業。 

（法第７条） 

事業所内保育 主に満3歳未満の乳児・幼児を対象とし、事業所内の施設におい

て、事業所の従業員の子どものほか、地域の保育を必要とする子

どもの保育を行う事業。（法第７条） 

保育の必要性の認定 保護者の申請を受けた市町村が、国の策定する客観的基準に基づ

き、保育の必要性を認定した上で給付を支給する仕組み。 

（法第19条） 

【参考】認定区分 

・１号認定子ども：満３歳以上の学校教育のみ（保育の必要性なし）

の就学前子ども 

・２号認定子ども：満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学

前子ども（保育を必要とする子ども） 

・３号認定子ども：満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学

前子ども（保育を必要とする子ども） 

「確認」制度 給付の実施主体である市町村が、認可を受けた教育・保育施設及

び地域型保育事業に対して、その申請に基づき、各施設・事業の類

型に従い、市町村事業計画に照らし、１号認定子ども、２号認定子

ども、３号認定子どもごとの利用定員を定めた上で給付の対象とな

ることを確認する制度。（法第31条） 

※認可については、教育・保育施設は都道府県、地域型保育事業

は市町村が行う。 

地域子ども・子育て支援事業 地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、乳児家庭全戸訪問事

業、延長保育事業、病児保育事業、放課後児童クラブ等の事業。

（法第59条） 
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